
法定保存
文書を知る

総務が扱うさまざま
な文書。

保存期間が定めら
れている

のはどのようなもの
なのか。

確認していきましょう
。
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企
業
が
扱
う
文
書

　

企
業
が
扱
う
ビ
ジ
ネ
ス
文
書
は
、社
内
・

社
外
用
に
大
き
く
二
つ
に
分
類
さ
れ
ま
す
。

■
社
内
用

　
・
社
内
決
裁
ル
ー
ル
に
よ
る
文
書

　
・
部
門
間
連
絡
文
書　

等

■
社
外
用

　
・
法
令
関
係
文
書

　
・
商
取
引
関
係
文
書

　
・
社
交
的
な
文
書　

等

　

こ
の
よ
う
に
多
く
の
文
書
が
存
在
し
ま

す
が
、法
律
に
よ
っ
て
保
存
期
間
が
定
め
ら

れ
て
い
る
文
書
が
あ
る
た
め
、自
社
内
の
文

書
全
体
に
つ
い
て
精
査
し
て
お
く
必
要
が
あ

り
ま
す
。

　

な
お
、文
書
と
は
書
面
以
外
の
電
子
デ
ー

タ
等
も
含
み
ま
す
。

な
ぜ
保
存
す
る
必
要
が
あ
る
の
か

　

文
書
は
情
報
伝
達
、共
有
化
に
必
要
な

ツ
ー
ル
で
す
。文
書
は「
記
録
」に
な
り
ま
す

か
ら「
証
拠
」と
し
て
の
役
割
を
果
た
し
て

く
れ
ま
す
。記
録
を
残
し
て
い
な
か
っ
た
り
、

保
存
ル
ー
ル
を
遵
守
し
て
い
な
い
場
合
、情

報
流
出
や
、記
録
の
改
ざ
ん（
隠
ぺ
い
）等
の

可
能
性
も
考
え
ら
れ
ま
す
。こ
れ
で
は
自
ら

ト
ラ
ブ
ル
の
種
を
ま
い
て
い
る
よ
う
な
も
の

で
す
。

　

電
子
デ
ー
タ
に
よ
る
保
管
に
取
り
組
む

時
代
で
す
か
ら
従
来
の
紙
形
式
を
デ
ー
タ

化
す
る
等
、情
報
漏
え
い
に
注
視
し
た
保
存

方
法
を
確
立
し
た
い
も
の
で
す
。係
争
に

な
っ
た
場
合
、電
子
デ
ー
タ
は
証
拠
と
し
て

成
立
し
ま
す
。

文
書
の
種
類
お
よ
び
保
存
期
間

　

企
業
に
は
多
く
の
法
定
保
存
文
書
が
存

在
し
ま
す
。ま
た
、法
令
上
は
永
久
保
存
を

義
務
付
け
ら
れ
た
書
類
で
は
あ
り
ま
せ
ん

が
、実
務
上
留
意
が
必
要
な
書
類
も
あ
り

ま
す
。　

　

た
と
え
ば
、定
款
は
会
社
法
第
三
一
条
に

よ
り
、会
社
が
存
続
す
る
限
り
据
え
置
か
な

け
れ
ば
な
ら
な
い
と
規
定
さ
れ
て
い
ま
す
。

ま
た
、株
主
名
簿
、顧
客
台
帳
等
、各
種
規

程
類
等
、随
時
変
更
さ
れ
る
も
の
に
つ
い
て

は
、会
社
が
存
続
す
る
限
り
常
用
文
書
と
し

て
使
用
す
る
こ
と
に
な
り
ま
す
か
ら
、実
務

上
保
存
期
間
が
な
い
永
久
保
存
文
書
と
し

て
据
え
置
く
こ
と
に
な
り
ま
す
。

　

図
表
❶
は
こ
れ
ら
を
含
め
作
成
し
て
い
ま

す
。一
覧
を
見
て
み
る
と
、総
務・人
事・経
理

等
の
関
係
文
書
類
に
は
実
に
多
く
の
法
定
保

存
文
書
が
あ
る
こ
と
が
わ
か
る
は
ず
で
す
。

総 務 入 門 講 座

日本橋人事労務総研・
社会保険労務士小岩事務所
代表　特定社会保険労務士　

小岩和男さん
1982年中央大学法学部法律学科
卒業後、東武不動産株式会社（東
武鉄道グループ）に入社。以降、不
動産営業を経て人事総務業務に従
事。2004年、社会保険労務士試
験合格後独立。現在、日本橋人事
労務総研代表・特定社会保険労務
士として、企業の労務顧問・講演・執
筆業務で経営者を支援している。主
な著書に『社員10人までの小さな会
社の総務がよくわかる本』（明日香
出版社）がある。

法定保存文書の
基礎知識
企業が扱う文書の中には、法律で保存期間も決
められ、保管が義務付けられている「法定保存
文書」というものがあります。どのような文書が該
当するのか、それぞれどのくらいの期間保存しな
いといけないのか、本稿で確認していきましょう。

図表①-1：主な法定保存文書一覧

分類

総務・法務

人事・労務

保存期間

期限なし

10年

5年

4年

３年

２年

3年

1年

原則3年
（例外1年）

文書の種類（名称） 起算日
定款・株主名簿、新株予約権原簿、社債原簿、端株原簿、株
券喪失登録簿・登記関係書類（権利書等）、訴訟関係書類・
社内規程類・各種許認可書類、各種契約書類（効力継続の
間）、知的財産権に関する書類、重要な人事に関する書類、
労働組合との協定書

雇用保険被保険者に関する書類（被保険者資格取得等確
認通知書、同転勤届受理通知書、同資格喪失確認通知書
（離職証明書事業主控）等

有価証券届出書･有価証券報告書、その添付書類、訂正届
出（報告）書写し

業務日報、社内会議記録、軽易契約関係書類、参照必要文
書等

賃金その他労働関係重要書類（労働時間記録簿、残業指
示命令書、残業報告書等）

労働保険徴収・納付等の関係書類（雇用保険被保険者関
係届出事務等処理簿以外）

株主総会議事録
取締役会議事録
監査役会議事録
委員会決議議事録（委員会設置会社）
製品製造、加工、出荷、販売記録（民法では20年）

事業報告書

産業廃棄物処理委託契約書

株主総会1週間前
（取締役会設置会社は2週間前）

株主総会日
取締役会日
監査役会日
委員会日
製品引き渡し日

契約終了日
産業廃棄物管理票写し

四半期報告書、半期報告書、訂正報告書写し

管理票写し受領日

内閣総理大臣提出日

内閣総理大臣提出日

官公署関係簡易認可・出願等文書 出願・受領日

臨時報告書、自己株券買付状況報告書、各訂正報告書写し 内閣総理大臣提出日

個人情報の第三者提供に係る記録
個人情報第三者提供受理時記録

最後の当該記録個人データ
提供実施日

完結の日
（当該適用事業所退職等の日）

記録・作成日

当直日誌、軽易往復文書、受発信文書、
通知書類・調査書類・参考書類等

雇用保険関係書類
（雇用保険被保険者関係届出事務等代理人選任・解任届等）

健康保険・厚生年金保険関係書類
（被保険者資格取得確認および標準報酬決定通知書等）

記入作成日

完結日（退職日等）

5年 従業員の身元保証書、誓約書等 作成日

労働者名簿 死亡・退職・解雇日
賃金台帳 最後の記入日
雇い入れ・退職・解雇関係書類 退職・死亡日

災害補償関係書類 災害補償終了日

企画業務型裁量労働制労使委員会決議事項記録 有効期間満了後

労使委員会議事録 開催日
労災保険関係書類

家内労働者帳簿 最後の記入日
派遣元管理台帳・派遣先管理台帳 労働者派遣終了日
身体障がい者等であることを明らかにする書類（診断書等） 死亡・退職・解雇日

完結日

完結日
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保
存
文
書
の
保
管
方
法

　

保
存
文
書
の
整
理
に
は
、自
社
に
存
在
し

て
い
る
書
類
の
洗
い
出
し
が
必
要
で
す
。図

表
❶
に
記
載
が
な
い
書
類
も
多
く
存
在
す

る
こ
と
で
し
ょ
う
。そ
の
上
で
社
内
ル
ー
ル
を

定
め
て
整
理・保
管
し
て
い
き
ま
す
。

　

文
書
の
整
理
保
管
方
法
に
は一
般
的
に
次

の
よ
う
な
も
の
が
あ
り
ま
す
。

①
主
題
別
整
理
保
管

　

文
書
の
内
容（
テ
ー
マ
）ご
と
の
保
管
。株

主
総
会
議
事
録
な
ど
。

②
表
題
別
整
理
保
管

　

文
書
に
付
け
ら
れ
て
い
る
表
題
ご
と
の
保

管
。注
文
書・請
書
な
ど
。

③
相
手
先
別
整
理
保
管

　

文
書
の
受
発
信
の
相
手
先
ご
と
の
保
管
。

○
○
社・○
○
部
署
な
ど
。

④
業
務
別
整
理
保
管

　

業
務
目
的
ご
と
の
保
管
。総
務
関
係
、経

理
関
係
、販
売
関
係
な
ど
。

⑤
一
件
ご
と
整
理
保
管

　

案
件
ご
と
の
開
始
〜
終
了
ま
で
を
ひ
と

ま
と
め
に
し
た
保
管
。社
員
Ａ
育
児
休
業
関

係
書
類
な
ど
。

管
理
は
文
書
管
理
簿
で

　

図
表
❷
は
前
述
の
保
管
方
法
を
文
書
管

理
簿（
表
形
式
）に
し
た
も
の
で
す
。

　

こ
の
よ
う
に
社
内
文
書
を
洗
い
出
し
、文

書
管
理
簿
を
作
成
。現
存
す
る
書
類
を
、書

面
お
よ
び
電
磁
フ
ァ
イ
ル
等
で
管
理
し
て
い

く
と
よ
い
で
し
ょ
う
。

電
子
文
書
管
理
に
す
る
場
合

　

企
業
内
で
扱
う
文
書
を
書
面
保
管
と
し

て
い
る
会
社
も
多
い
こ
と
で
し
ょ
う
。Ｉ
Ｔ
化

の
時
代
で
す
か
ら
、自
社
の
サ
ー
バ
ー
や
ク
ラ

ウ
ド
上
の
保
管
場
所
で
の
デ
ー
タ
管
理
を
進

め
た
い
も
の
で
す
。デ
ジ
タ
ル
管
理
で
す
か
ら

情
報
の
共
有
化
も
簡
単
に
行
う
こ
と
が
で

き
ま
す
。

　

こ
の
場
合
、ア
ク
セ
ス
で
き
る
権
限
者
を

特
定
す
る
こ
と
、自
社
の
情
報
セ
キ
ュ
リ
テ
ィ

ポ
リ
シ
ー
を
規
定
化
し
て
、電
子
署
名
の
付

与
、バ
ッ
ク
ア
ッ
プ
ル
ー
ル
等
を
決
め
て
お
く

こ
と
が
大
切
で
す
。

保
存
期
間
が
過
ぎ
た
ら

　

文
書
は
法
定
期
限
が
過
ぎ
た
ら
廃
棄
す

る
こ
と
に
な
り
ま
す
。ま
ず
、図
表
❶
を
参

考
に
、社
内
保
存
ル
ー
ル
を
定
め
て
文
書
廃

棄
を
し
ま
す
。廃
棄
文
書
に
は
個
人
情
報

等
の
機
密
情
報
が
記
載
さ
れ
て
い
る
も
の
が

あ
る
た
め
、情
報
漏
え
い
に
特
段
の
注
意
が

必
要
で
す
。

　

た
だ
し
、文
書
に
よ
っ
て
は
引
き
続
き
保

存
が
必
要
と
判
断
す
る
も
の
が
出
て
き
ま

す
。こ
の
場
合
は
保
存
延
長
の
決
裁
者
と
そ

の
理
由
を
記
載
し
て
管
理
簿
で
記
録
し
て

お
き
ま
す
。

文
書
の
廃
棄
方
法

　

廃
棄
処
分
は
、そ
れ
が
復
元
で
き
な
い
よ

う
に
処
理
す
る
必
要
が
あ
り
ま
す
。た
と

え
ば
、焼
却
処
理
、溶
解
処
理
、電
子
デ
ー
タ

等
は
物
理
的
に
破
壊
す
る
こ
と
等
が
考
え

ら
れ
ま
す
。そ
の
際
、「
い
つ
」「
ど
こ
で
」「
だ

れ
が
」「
何
を
」「
ど
の
よ
う
に
」処
理
し
た
の

か
記
録
を
し
て
お
く
こ
と
が
大
切
で
す
。

■
パ
ソ
コ
ン
等
の
情
報
機
器
に
記
録
さ
れ
た

　

電
子
デ
ー
タ
を
消
去
す
る
方
法（
参
考
）

①
デ
ー
タ
消
去
ソ
フ
ト
を
使
う

　

パ
ソ
コ
ン
の
ハ
ー
ド
デ
ィ
ス
ク
に
保
存
さ
れ

た
デ
ー
タ
を
、専
用
ソ
フ
ト
で
消
去
し
、復
元

で
き
な
い
状
態
に
し
ま
す
。

②
物
理
的
に
破
壊
す
る

　
ハ
ー
ド
デ
ィ
ス
ク
を
機
器
か
ら
取
り
出
し
、

物
理
的
に
破
壊
し

ま
す
。

　

ま
た
、廃
棄

処
分
は
自
社

で
行
わ
ず
、専

門
業
者
に
依
頼
す

る
こ
と
も
多
い
で
し
ょ

う
。そ
の
場
合
は
、廃
棄

に
関
す
る
契
約
書（
覚
書
）

等
を
取
り
交
わ
し
、廃
棄
の

証
明
を
書
面
で
受
理
し
て
お
く
こ
と
で
す
。

可
能
で
あ
れ
ば
、廃
棄
処
理
の
現
場
に
立
ち

会
い
、復
元
不
可
能
と
な
っ
た
事
実
を
確
認

で
き
る
と
万
全
で
す
。

図表①-2：主な法定保存文書一覧保存・廃棄の
ポイント

文書の適切な保存方法、　　　廃棄方法について　　　     確認しましょう。

図表②：文書管理簿例

会計帳簿および事業に関する重要書類（総勘定元帳､各種
補助簿、株式申込簿、株式割当簿、株式台帳､株式名義書
換簿、配当簿、印鑑簿等）

決算関係書類で、会社法で10年保存が義務付けられている
書類以外のもの

取り引きに関する帳簿（仕訳帳､現金出納帳、固定資産台
帳、売掛帳、買掛帳等）

有価証券取引時に作成された証憑書類（有価証券受渡計
算書、有価証券預り証、売買報告書、社債申込書等）

取引証憑書類（請求書、注文請書、契約書、見積書、仕入伝
票等）

給与所得者の扶養控除等（異動）申告書、配偶者特別控除
申告書､保険料控除申告書

計算書類および附属明細書（貸借対照表、損益計算書、株
主資本等変動計算書、個別注記表）

非課税貯蓄申込書、非課税貯蓄申告書、非課税貯蓄限度
額変更申告書、非課税貯蓄異動申告書、非課税貯蓄勤務
先異動申告書、非課税貯蓄廃止申告書等の写し

課税仕入れ等の税額控除関係帳簿、請求書等（5年経過後
は、帳簿または請求書等のいずれかを保存）

資産の譲渡等、課税仕入れ、課税貨物の保税地域からの引
き取りに関する帳簿

監査報告書（監査役設置会社等の場合）、会計監査報告書
（会計監査人設置会社の場合）

会計参与が備え置くべき計算書類、附属明細書、会計参与
報告書（会計参与が定めた場所に備え置き）

海外転勤者の財産形成非課税住宅貯蓄継続適用申告書、
海外転勤者の国内勤務申告書などの写し

現金収受、払い出し、預貯金預け入れ・引き出し時に作成さ
れた取引証憑書類（領収書、預金通帳、借用証、小切手、手
形控、振込通知書等）

帳簿閉鎖日および書類作成日・
受領日の属する事業年度終了
日の翌日から2か月経過日（当該
事業年度分申告書提出期限の
翌日）

課税期間末日の翌日から
2か月経過日

定時株主総会1週間前（取締役
会設置会社は2週間前）

これらの申告書、退職等に関す
る通知書等の提出があった年の
翌年

電子取引情報関係電磁的記録（取り引きに関する受領・交
付注文書、契約書、送り状、領収書、見積書、その他これらに
準ずる書類に通常記載される事項の記録）

分類

人事・労務
（安全衛生）※

経理・財務

保存期間

3年

10年

7年

5年

5年

文書の種類（名称） 起算日

一般健康診断個人票

救護に関する定期訓練記録

危険有害業務従事の安全衛生特別教育記録

安全委員会議事録・衛生委員会議事録・
安全衛生委員会議事録

※その他危険有害業務等に関する書類に例外あり（今回は省略）

作成日

作成時

帳簿閉鎖時

翌年１月10日の翌日

給与所得者の住宅借入金等特別控除申告書 課税関係終了の日

源泉徴収簿

金融機関等が保存する退職等に関する通知書

法定申告期限

（※1）期間ルールを年度初日起算日とすると、満了日は年度末になり、管理しやすくなります。
（※2）初年度は管理担当部で保存。2年目からは倉庫等での一括保存も考えられます。

作成（取得）
日時 分類分け 文書の種類

（名称）
保存期間
※1

保存期間
満了時期

媒体の種別
（文書・電子媒体）

書類管理
担当部署
（保存場所）

※2

保存期間満了時の
処理（廃棄・延長等） 備考

ひょう


